
西部大開発は、東部沿海地区と西部内陸地区の地域格差の拡大、１９９８年の長江

流域における歴史的大洪水や黄河流域の水不足で明らかとなった生態環境の急激な

悪化など、改革・開放がもたらした高度経済成長の負の遺産を解決する方策とし

て、また、改革・開放を導いた�小平理論の主要部分をなす「先富論」の第２段
階（先行して豊かになった地域・グループが後進地域・グループの発展を支援する

段階）として、さらには建国以来の課題である少数民族問題への対応策として、農

村部における貧困問題緩和政策をも包含しながら中央主導で進められている一大プ

ロジェクトである。

西部大開発の経済的背景

１９９２年の�小平「南巡講話」を契機として始まった沿海地区主導型の高度経済
成長は、９０年代半ばには減速し、生産活動の落ち込み、国有部門を中心とした企

業経営の悪化、失業率の高止まり、物価水準の下落といった景気後退現象が目立つ

ようになった。ここ数年の中国経済は構造的転換期にあり、そこには短期、中期、

長期の課題が同時に、かつ相互に錯綜しながら存在している。短期的な課題は、停

滞の続く経済を上向かせ、適度な成長速度を維持していくことである。中期的な課

題は、中国共産党第１５回全国代表大会（１９９７年）で打ち出した社会主義市場経済

体制の枠組み造りを本格化させ、間近に迫ったWTO（世界貿易機関）加盟の準備

を整えることである。そして、長期的な課題は、２１世紀中葉に中進国の経済水準

に追いつくとした共産党政権の「公約」を果たすために「持続可能な発展」を実現

することである。

西部大開発は、上述した短期、中期、長期いずれの課題にも関係し、その対応策

を含んでいるが、中でも重要なのは長期経済発展戦略としての側面である。一般的

な印象とは異なり、中国では従来から内陸開発が重視されてきたが、今次西部大開

発の特徴は以下の点にある。①２１世紀の発展を展望した上での国家レベルの戦略

であること、②中央政府の支援策が従来以上に総合的であること、③開発戦略の重

点が明確であること、④開発戦略として系統的・総合的であること、⑤少数民族問

題への配慮が優先されていること、である。ただし、中央政府の投資政策を見る

と、開発条件の比較的良い幾つかの地域に投資を集中していく「拠点開発型」であ

り、中国のメディアが強調するほどの新味はない。また、政策運用面では市場メカ

ニズムを重視している点が目立っており、西部地区の地方政府や企業が今後の開発

Executive Summary

Ⅲ



の主体として成長することを期待したものとなっている。

西部大開発の政治的背景

西部大開発の政治的背景としては、現在手を打たなければ自らの支配体制が揺ら

ぐかもしれないという中国共産党中央の危機感を挙げることができる。他方で、

２００２年秋に開かれる予定の第１６回全国代表大会に向けて、江沢民共産党総書記

（国家主席）は、自らの権威を確立するため、これまでとは異なるアピール性のあ

る実績作りを迫られる時期を迎えており、思想政治工作による思想統制と並行して

西部大開発が打ち出されたといえる。

毛沢東、�小平もなし得ることのできなかった西部の開発に手を付けたことは、
江沢民にとって大きな賭けである反面、権威確立に向けての一つの選択でもある。

第十次五カ年計画が始まる２００１年から第１６回党大会が行われる２００２年秋頃まで

は、西部大開発は政治的なキャンペーンとして進められるだろう。

西部大開発の実際は、西部に位置する地方政府に対する「パイ」の分配をめぐる

政治過程でもある。限られた資金、プロジェクトをめぐる地方政府間の利害調整、

許認可権や開発自主権をめぐる中央と地方政府間の利害調整は容易でない。さら

に、開発そのものに対する少数民族の強い反発も軽視することはできない。

スムーズな利害調整を進めるためには、政策の透明化が必要だろう。そのために

は戦略・目標、対策、各級政府の権限や職務等が規定された「西部大開発法」のよ

うな法律の整備が急がれる。その際、全国人民代表大会での審議が行われることに

なり、中央政府や地方政府の各部門の利益に偏ることなく、広く意見を募り、議論

することが可能になり、少なくとも現在よりも政策の透明化が実現されるだろう。

内陸の経済発展と西部大開発

内陸地区の経済は、沿海地区の経済に比べて①産出規模が小さく、住民の所得が

低い、②産業構造段階が低い、③労働生産性が低く、市場競争力が弱い、④対外開

放水準が低く、外資誘致の規模が限られている、といった特徴を有する。こうした

基礎の上で、沿海部重視の改革・開放政策が実施された結果、内陸経済が国民経済

全体に占める割合は下降する趨勢を示している。しかし、内陸地区と沿海地区の経

済格差が拡大を続けることは、社会的安定にマイナスの影響をもたらすだけでな

く、国民経済のより早い、より健全な発展を妨げることとなる。今や内陸地区の経
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済発展を加速すべき時であり、中央による西部大開発の提起は時宜を得た措置であ

る。

西部大開発の着実な実施を保障するため、中央政府は朱鎔基総理を頭とする西部

地区開発指導グループを設立すると同時に開発実施における５つの重点を明らか

にした。すなわち、西部地区の①インフラ建設の加速、②生態環境の改善と整備、

③産業構造の調整と合理化、④科学技術と教育の発展、⑤改革深化と開放拡大、で

ある。ただし、その実施に当たっては、統一的な計画と科学的な論証を行うこと、

力に応じて行動し手順を追って漸進すること、政策援助と市場メカニズムを効果的

に結びつけること、等に注意を払う必要がある。

第十次五カ年計画と西部大開発

２００１年にスタートする第十次五カ年計画（「十・五計画」）でも西部大開発は重

視されている。地域経済のバランスのとれた発展は第八次五カ年計画、第九次五カ

年計画においても重視されてきたが、「十・五計画」においては、西部大開発の提

起によって国家投資政策の重点が沿海地区から西部地区に移ったことが明らかとな

った。「十・五計画」期には、①交通インフラ等を中心とした「十大プロジェクト」

建設の他に②「西気東輸」（西部の天然ガスを東部に輸送する）、③「西電東送」

（西部で発電した電気を東部に送る）、④「南水北調」（長江の水を北部に引く）と

いう大型プロジェクトが着手される。

日本の対中円借款は、これまで各五カ年計画のインフラ建設を中心に使われ、大

きな成果をあげてきた。西部大開発では資金調達がネックとなっているだけに円借

款に期待しており、従来以上の貸付条件緩和や国際金融機関・他国政府による資金

援助との連携を強化する、などの措置を望む声がある。

農村の貧困緩和政策と西部大開発

地域間経済格差の是正を掲げる西部大開発だが、政治リーダー達の発言、政府諸

官庁の報告、学者やマスコミの議論を問わず、貧困問題（その中心は農村の貧困問

題）に対する言及は意外に少ない。とはいえ、１９９４年に公布された「国家八七扶

貧攻堅計画」（当時８０００万人とされた貧困者について最低限生活水準を２０００年ま

での７年間で達成することを目指した計画）に見られるように、９０年代を通じて

貧困緩和政策が実行されてきたのも事実である。その特徴は、①国が定めた貧困地
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域を集中的に支援する、②貧困地域・村・農民が市場経済の中で自立できるように

支援を行う、③条件が劣悪で自立が無理な場合は移住させる、といった点にある。

「救済」色が濃いものの、方法としては貧困地域・村・農民に自力更生で「開発」

を進めさせ、貧困を緩和しようとするものである。

こうした政策によって農村の貧困発生率（全農村人口に占める貧困者の割合）

は、「貧困」の定義に問題はあるものの２０００年には３％以下にまで減少した。し

かし一方で、従来のような地方政府に開発を委託するやり方は、貧困対策資金が地

方権力者により流用され地域的に分散して存在する貧困層に行き渡らない、都市部

と比べて社会保障的性格が弱い、などの問題を露呈し、政策の方向転換が模索され

ている。今後は、個々の貧困者に対するスモール・クレジット（少額資金の貸し付

け）やNGO組織を通じた支援の提供など、きめ細かで多様な政策が展開されるこ

とになろう。

評価と展望

西部大開発の最終的目標について明示的に語られたことは実はまだない。当面の

重点として強調されている①インフラ建設の加速、②生態環境の改善と整備、③産

業構造の調整と合理化、④科学技術と教育の発展、⑤改革深化と開放拡大、の５

項目は、厳密に言えば開発の手段であって最終的目標ではない。

便宜的にこの５項目が中間的目標であるとして西部大開発の現状を評価すると、

①現在公表されている個別的政策措置ではまだ不徹底である、②西部地区の地方政

府や企業の政策立案能力、市場経済意識、対外開放意識が不足している、③もっと

先の目標、すなわち西部地区の自律的発展とその加速、東部沿海地区との格差縮

小、を実現するための青写真を示し得ていない、等の問題点を指摘できる。２１世

紀の西部地区開発をめぐる内外の環境が１９８０年代～９０年代中期の東部地区のそれ

と比べて格段に厳しいものとなっていることを考慮すれば、中央政府や当事者であ

る西部地区の地方政府の認識はまだ現実に追いついていないといえる。今後は、西

部地区の自律的発展とその加速、東部沿海地区との格差縮小といった最終目標の提

示とそのための政策について、法制化をも含めて論議されることが必要であろう。

我が国の西部大開発への対応策を考える場合、それが基本的に「拠点開発型」で

あって、重点開発地域は別として民間資金の投入には依然として困難が伴うことを

まず認識しなければならない。西部地区への支援策としては、円借款の活用が主と
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なろうが、実施に当たっては、その費用と効果について改めて評価し直す必要があ

ろう。
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ウルムチ�

新疆ウイグル自治区�796ドル�

ゴルムド�

青海省�565ドル�

ラサ�

チベット自治区�498ドル�
四川省�

雲南省�
535ドル�
昆明�

西部大開発の対象となる12省・自治区・直轄市�

中国各省・自治区・直轄市と１人当たりGDP（１９９９年）

出所：国家統計局『中国統計年鑑』（２０００年版）
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537ドル�

北京市�2089ドル�

内モンゴル自治区�
648ドル�

フフホト�

天津市�
1826ドル�

黒龍江省�923ドル�

吉林省�759ドル�

遼寧省�
1208ドル�

河北省�
834ドル�

山西省�
568ドル�

山東省�
1042ドル�

江蘇省�
1289ドル�

銀川�

蘭州�

甘粛省�
443ドル�

陝西省�
497ドル�

西安�

成都�

524ドル�

貴州省�
297ドル�

湖南省�
615ドル�

重慶市�
581ドル�

湖北省�785ドル�

福建省�
1293ドル�

江西省�
560ドル�

南寧�

広西チワン族自治区�
501ドル� 広東省�1406ドル�

安徽省�
563ドル�

浙江省�1448ドル�

上海市�3306ドル�

河南省�
589ドル�

海南省�
747ドル�

寧夏回族自治区�

貴陽�
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